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～改正の概要～
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１ 労働安全衛生法等の改正



～個人事業者等に対する安全衛生対策の推進（その１）～
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１ 労働安全衛生法等の改正

施行済み

施行済み

施行予定



～個人事業者等に対する安全衛生対策の推進（その２）～

4

１ 労働安全衛生法等の改正

施行予定

施行予定



～注文者等が講じるべき措置（作業間の連絡調整）のイメージ～
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１ 労働安全衛生法等の改正

【個人事業者等】
個人事業者のほか、
中小事業者の代表者
又は役員も対象とする。



～職場のメンタルヘルス対策の推進～
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１ 労働安全衛生法等の改正

令和10年４月１日
施行予定



～高齢者の労働災害防止の推進～
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１ 労働安全衛生法等の改正

施行済み



～高齢者の労働災害防止の推進～
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１ 労働安全衛生法等の改正

施行済み



○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊

・月100時間未満＊

とする規定は適用されない 9

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし

２ 建設業における働き方改革

建設業における時間外労働の上限規制について



２ 建設業における働き方改革【参考掲載】

労働基準法第139条第１項について～災害時の復旧・復興事業の例外規定～
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災害時の復旧・復興の事業とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とした発注を

受けた建設の事業のことであり、例えば、以下が該当する。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の適用を受ける災害復旧事業

・災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間含む）の指示により対応する災害の復旧事業

・複数年にわたって行う復興の事業 など

災害時の復旧・復興の事業とは

様式９号の３の２または９号の３の３による36協定を締結・届出することで、
上記の事業に労働者を就かせた場合には、時間外労働の上限規制のうち、

時間外・休日労働を

・１か月100時間未満とする上限規制
・２～６が月平均で80時間以内とする上限規制 が適用されない。

※  工事の名称に「復旧工事」「復興工事」と含まれていれば、直ちに本例外規定を適用できるわけではない。

例えば、発災後の復旧・復興工事の計画が全て完了した後に追加で発注された関連工事のような、発災に全く近接しない工事など、

上限規制を超える作業によって早期に完成させることが社会的に要請されていない工事には、本例外規定を適用できない。



２ 建設業における働き方改革【参考掲載】

労働基準法第33条第1項について～災害など臨時の必要がある場合～
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労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可

を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日

に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に

遅滞なく届け出なければならない。

労働基準法第33条第１項の許可基準の概要

●単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。

●地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対

応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認める。 など

※ 除雪作業や、防疫作業を行う場合にも、労基法第33条第１項を適用することができる。

※ 労働基準法第33条によって時間外労働をさせた場合にも、割増賃金の支払いは必要。

過重労働による健康障害を防止するため、時間外・休日労働を行わせたことにより疲労の蓄積の認められる労働者に対しては、

医師による面接指導などを実施し、適切な事後措置を講じる必要がある。



２ 建設業における働き方改革【参考掲載】

労働基準法第33条第１項と第139条第１項の違いについて
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労基法第33条第１項 労基法第139条第１項

対象
災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合

災害における復旧及び復興の事業

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定を届出

効果
36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制
の取扱い

適用なし

【適用なし】
・単月100時間未満
・複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001074557.pdf


２ 建設業における働き方改革【参考掲載】

労働基準法第33条第１項と第139条第１項の関係図（イメージ図）
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災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象

（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など

※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業
家畜伝染病に
係る防疫措置

など

（例）復興事業段階の工事

 ※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・
（例）緊急的な機
能回復のための
災害復旧工事

災害復興事業

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく



過労死等の防止のための対策に関する大綱～令和６年８月２日変更～
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• 大綱は、「過労死等防止対策推進法」（平成26年法律第100号）に基づき、

おおむね今後３年間における取組について定めるもの。

※ 令和３年に続き、３回目の変更。

• 新たな大綱に定めた過労死等防止対策の主な取組等のうち、

事業主は、管理職や上司、若年労働者に対する労働関係法令の研修等を実施

することとなっている。

大綱の本文

報道発表資料
（厚生労働省ＨＰ）

大綱の概要

２ 建設業における働き方改革

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41932.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/001282630.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/001282629.pdf


建設業・ドライバー・医師の働き方改革総合サイト はたらきかたススメ

建設業従事者の長時間労働改善に向けたポータルサイト
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２ 建設業における働き方改革

https://hatarakikatasusume.mhlw.go.jp/index.html
https://kensetsu-roudou-jikan.mhlw.go.jp/index.html


令和８年度「働き方改革推進支援助成金」
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２ 建設業における働き方改革
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御清聴ありがとうございました。

今年（度）も御安全に！！

今回の説明内容も含め、御質問・不明点等があれば

釧路労働基準監督署 までお問い合わせください。

・労働基準関係（ＴＥＬ：0154-45-7835）

・安全衛生関係（ＴＥＬ：0154-45-7836）

おわりに

適切な労務管理と安全衛生管理にご協力をお願いします。
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